
育 環 境 改 善 等 事 業

【 実 施 主 体 】 市区町村、保育所等を経営する者
【補助基準額（Ｒ５）】１．基本改善事業（①、②） １施設当たり 7,200千円

２．環境改善事業（①～③、⑤、⑧、⑨）１施設当たり 1,029千円 （④）
（⑥、⑦） １施設当たり 34,946千円

【補助割合】 ２④の事業 国:1/2、都道府県・市区町村:1/4、事業者:1/4 ２⑥⑦の事業

（③） １施設当たり 100千円 
１施設当たり 500千円以内

国:1/2、市区町村:1/2

それ以外の事業 国:1/3、都道府県:1/3、市区町村:1/3 又は 国:1/3、指定都市・中核市:2/3

【対象事業】
１．基本改善事業（改修等）

①保育所等設置促進等事業（☆）
保育需要が高い地域において、保育所等を設置するため、既存施設の改修等を行う事業

②病児保育事業（体調不良児対応型）設置促進事業（☆）
病児保育事業（体調不良児対応型）の実施に必要な改修等を行う事業

③ノンコンタクトタイムスペース設置促進事業（☆）

物理的に子どもを離れ、各種業務を行う時間（ノンコンタクトタイム）を確保し、保育の振り返り等の業務を行うスペースを設置するために必要な改修等を行う事業

２．環境改善事業（設備整備等）
①障害児受入促進事業（☆）

既存の保育所等において、障害児や医療的ケア児を受け入れるために必要な改修等を行う事業
②分園推進事業（☆）

保育所分園の設置を推進するため、保育所分園に必要な設備の整備等を行う事業
③熱中症対策事業（★）

熱中症対策として、保育所等に冷房設備を設置するための改修等を行う事業

④安全対策事業（★）
ア 睡眠中の事故防止対策に必要な機器の備品の購入等を行う事業  イ  ＩＣＴを活用した子どもの見守りに必要な機器の購入を行う事業

⑤病児保育事業（体調不良児対応型）推進事業（☆）
病児保育事業（体調不良児対応型）を実施するために必要な設備の整備等を行う事業

⑥緊急一時預かり推進事業（☆）
緊急一時預かりを実施するために必要な設備の整備等を行う事業（☆）

⑦放課後児童クラブ閉所時間帯等における乳幼児受入れ支援事業（☆）
放課後児童クラブを行う場所において、放課後児童クラブを開所していない時間等に一時預かり事業を実施するために必要な設備の整備等を行う事業

⑧感染症対策のための改修整備等事業（★）
インフルエンザやノロウイルス等の感染症対策として必要な改修や設備の整備等を行う事業

⑨保育環境向上等事業（★）
保育環境の向上等を図るため、老朽化した備品や、フローリング貼・カーペット敷等の設備の購入や更新及び改修等を行う事業

【補助制限】

制限無し：（☆）の事業

10年間の経過期間を設けた上で制限を撤廃：（★）の事業

１．施策の目的
○ 保育所等において、障害児を受け入れるために必要な改修等や病児保育事業（体調不良児対応型）を実施するために必要な設備の整備等に必要な費用の一

部について支援する。

２．施策の内容

３．実施主体等

＜保育対策総合支援事業費補助金＞ 令和6年度当初予算案 459億円の内数（457億円の内数）

成育局 保育政策課別添３ 保



子どもの安全対策を講じるため、次に掲げる事業を実施する際、
備品購入等の費用に係る補助を行う。

① ICTを活用した子どもの見守り支援事業

② 登降園管理システム支援事業

２  事業の概要

３  事業のスキーム

障害児通所支援事業所において、ICTを活用した
子ども見守りサービス等の機器の導入、登降園
管理システムに係る経費の補助を行うことで、
子どもの安全を守るための万全の対策を講じる
とともに、子どもを預けている保護者の不安解
消を図る。

１  事業の目的

4 実施主体等

障 害 児 支 援事 
業 所 ・ 施 設こ ど も 家 庭 庁 都 道 府 県 等

補助

実績報告

補助

実施報告

①、②のいずれか
の事業を実施

◆ 実施主体︓都道府県、指定都市、中核市
◆ 負担割合  ︓①②国3/5、都道府県・指定都市・中核市１/5、事業者1/5
◆ 補助単価（年額）︓

①１事業所あたり200千円
②端末購入を行わない場合は１事業所あたり200千円
端末購入を行う場合は１事業所あたり700千円

＜児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金＞

令和６年度当初予算案 177億円の内数

支援局 障害児支援課別添４ 障 害 児 安 全 安 心 対 策 事 業



保 育 体 制 強 化 事 業

１．施策の目的
○ 清掃業務や遊具の消毒、給食の配膳、寝具の用意、片付け、外国人の児童の保護者とのやりとりに係る通訳や、園外活動時の見守り等

といった保育に係る周辺業務を行う者（保育支援者）の配置の支援を行い、保育士の業務負担の軽減を図る。

ア 保育設備、遊ぶ場所、遊具等の消毒・清掃 イ 給食の配膳・あとかたづけ ウ 寝具の用意・あとかたづけ
エ 外国人の児童の保護者とのやりとりに係る通訳及び翻訳 オ 児童の園外活動時の見守り等 カ その他、保育士の負担軽減に資する業務

（２）児童の園外活動時の見守り等
  保育支援者又は安全管理に知見を有する者として市町村が認めた者（いわゆる「キッズ・ガード」）が、散歩等の園外活動時において、散歩の経路、

目的地における危険箇所の確認、道路を歩く際の体制・安全確認等、現地での児童の行動把握などを行う。

（３）スポット支援員の配置
既存事業の保育に係る周辺業務を行う者（保育支援者）の配置に加え、登園時の繁忙な時間帯やプール活動時など一部の時間帯にスポット的に支援

者を配置する場合も補助する。※（１）と合わせて補助する場合は、（１）の職員とは別に加配することを要件とする。

１か所当たり 月額 45千円※2 キッズ・ガードに謝金を支払う場合又は園外活動時の見守り等を委託する場合
※3 スポット支援員の配置を行った場合 １か所当たり 月額 45千円

【補助割合】 国：１／２、都道府県：１／４、市区町村：１／４
国：１／２、市区町村：１／２

【対象施設】 保育所、幼保連携型認定こども園
⇒ 園児の見落とし等による事故を防止するため、園外活動時の見守り等を行う保育支援者を配置する場合の補助（１箇所当たり月額45千円）
の対象施設に、小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業及び幼稚園型認定こども園を追加【拡充（R5～）】

⇒ スポット支援員の配置に係る対象施設は、児童の園外活動時の見守り等に係る対象施設と同様

【実施要件】 保育士の業務負担が軽減される内容や、職員の雇用管理や勤務環境の改善に関する取組等を記載した実施計画書を提出すること

２．施策の内容
（１）保育支援者の配置

保育支援者は、保育士資格を有しない者で、保育に係る次の周辺業務を行う。

３．実施主体等

【実施主体】 市区町村が認めた者

【補助基準額】 １か所当たり 月額100千円
※1 保育支援者が「園外活動時の見守り等」にも取り組む場合 １か所当たり 月額145千円

・勤務時間の上乗せ及び傷害保険加入料を追加

＊保育支援者が、市区町村が認めた交通安全に関する講習会等に参加することを要件とする

＜保育対策総合支援事業費補助金＞ 令和6年度当初予算案 459億円の内数（457億円の内数）

成育局 保育政策課別添５



②巡回支援指導事業：指導員１人当たり  4,062千円
【実施主体】 都道府県、市区町村

【補助基準額】 ①研修事業：１回当たり 354千円
【補助割合】 国：1/2、都道府県・市区町村：1/2

【研修対象者】
保育所等に勤務する保育士等や保育士
以外の職員、巡回支援指導員 等

【研修内容】

・保育所等が遵守・留意すべき内容

・保育中の事故防止、事故発生時の対応

・園外活動等における安全対策 等

質の確保・向上のための研修事業 質の確保・向上のための巡回支援指導事業

【主な指導内容】

・ 重大事故が発生しやすい場面、事故防止の取組、事故発生時の対応に関する助言・指導

・ 保育所等が遵守・留意すべき内容や利用料の便乗値上げの注意喚起

・ 指導監査・立入調査の実施やその準備などの実施補助や、監査後のアフターフォロー

・ 園外活動等における安全対策の実地指導

認可外保育施設

認可外の居宅 
訪問型保育事業

（ベビーシッター）

認可保育所等

巡回支援指導員

２．施策の内容
【事 業 内 容 】

保育所や認可外保育施設等の質の確保及び向上を目的として、保育所等が遵守・留意すべき内容や死亡事故等の重大 事故の防止に関する指導・助
言を行う「巡回支援指導員」の配置に要する費用や、保育所職員や巡回支援指導員等に対して、遵守・留意すべき内容や重大事故防止に関して必要
な知識、技能の修得、資質の確保のための研修の実施に要する費用の一部を補助する。

１．施策の目的

○ 保育所等が質の確保に資する各基準を遵守・留意するとともに、保育中の死亡事故等の重大事故を防止するため、保育所等が遵守・留意すべき各基
準、事故防止、事故発生時の対応や園外活動等における安全対策等に必要な知識・技術の修得、資質の確保に必要な研修の実施及び各基準の遵守状況 、
睡眠中、食事中、水遊び中等の重大事故が発生しやすい場面や園外活動等における安全対策等に関する巡回支援指導を行うことにより、安心かつ安全な
保育を行うことを目的とする。

３．実施主体等

成育局 保育政策課

＜保育対策総合支援事業費補助金＞ 令和6年度当初予算案 459億円の内数（457億円の内数）

別添６ 保育所等の質の確保・  向上のための取組強化事業


	境	改	善	等	事
	,	障	害	児	安	全	安	心	対	策	事	業
	体	制	強	化	事
	,	保育所等の質の確保・ 向上のための取組強化事業



